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山口県ゼロ・エネルギー・ハウス導入支援補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 山口県ゼロ・エネルギー・ハウス導入支援補助金（以下「補助金」という。）の交

付については、山口県補助金等交付規則（平成 18年山口県規則第 138号。以下「規則」と

いう。）及び補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の定めによるほか、この要領に定

めるところによる。 

 

（用語） 

第２条 この要領で使用する用語は、特に定めのない限り、要綱において使用する用語の

例による。 

 

（補助対象設備） 

第３条 要綱第３条に規定する「山口県産省・創・蓄エネ関連設備」は、別表第１に定め

るものとする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、別表第２に定めるとおりとする。 

 

（補助金の交付） 

第５条 補助金の交付を受けることができる回数は、同一の住宅につき１回とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 当選者が、要綱第７条による補助金の交付申請を行う場合の添付書類は、別表

第３に定めるものとする。 

 

（実績報告等） 

第７条 当選者が、要綱第 10 条による実績報告を行う場合の添付書類は、別表第４に定

めるものとする。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第８条 知事は、補助事業者から提出のあった補助金支払請求書が適正であれば、請求

書を受理した年度の３月３１日までに支払うものとする。 

 

（内覧会の実施） 

第９条 要綱別表第で補助要件として定める内覧会は、原則、別表第５に定める要件を

満たすものとする。 

 

（事業効果の把握） 

第 10 条 補助事業者は、県が事業の実施による温室効果ガスの削減量等を把握しようと
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するとき、県の求めに応じて、これらの情報を県に報告するものとする。 

 

（書類の提出方法） 

第 11 条 書類の提出は、県が別に定める受付窓口団体あてに持参、郵送等（簡易書留な

ど郵便物の送達過程が記録されるものに限る）又は電子メール（添付ファイルはすべて

ＰＤＦ形式に変換し、暗号化して送付する場合に限る）により行うものとする。 

２ 規則及び要綱の規定により知事に提出する書類の部数は、１部とする。 

 

附 則 

この要領は、令和３年４月１５日から施行する。 

この要領は、令和４年４月 １日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

対 象 設 備 

太陽光発電システム 太陽電池を利用して電気を発生させるための設備で、住宅の

電気に利用するシステムであるもの 

家庭用蓄電池 太陽光発電システムの電気を定置用リチウムイオン蓄電池に

蓄電し、住宅の電気に利用するシステムであるもの 

太陽熱利用給湯システム 

分離型 

(強制循環型) 

太陽熱エネルギーを集熱器に集めて給湯に利用

するシステムで集熱器と蓄熱槽が独立しており

、動力を用いて不凍液等を強制循環させるシス

テムであるもの 

一体型 

(自然循環型) 

太陽熱エネルギーを集熱器に集めて給湯に利

用するシステムで貯湯部分と集熱器部分が一

体となった自然循環型のシステムであるもの 

太陽熱利用空調システム 太陽熱エネルギーを集熱器に集めて住宅の空調等に利用する

システムであるもの 

地中熱利用システム 年間を通して安定した温度の地中熱を熱源とし住宅の空調等

に利用するシステムであるもの 

ペレットストーブ 木質ペレットを熱源とし住宅の暖房等に利用するシステムで

あるもの 

家庭用燃料電池 

（エネファーム） 

都市ガス、ＬＰガスから水素を取り出し、空気中の酸素と反

応させて発電し、発電時の熱を給湯等に利用するシステムで

あるもの 

断熱材・断熱サッシ 
住宅の壁や窓からの外気温を伝わりにくくする設備で、冷暖

房効率の改善等によりエネルギー消費量の削減に資するもの 

高効率給湯機 

電気ヒートポ

ンプ給湯機 

ヒートポンプ技術により、大気熱を利用し、

給湯するシステムであるもの 

潜熱回収型

ガス給湯機 

ガスの燃焼熱を利用して湯を沸かし、排熱を

回収し、再利用するシステムであるもの 

潜熱回収型

石油給湯機 

石油の燃焼熱を利用して湯を沸かし、排熱を

回収し、再利用するシステムであるもの 

ヒートポンプ

・ガス瞬間式

併用型給湯機 

熱源設備が電気式ヒートポンプと潜熱回収型

ガス機器と併用するシステムで、貯湯タンク

を持つもの 

温水式床暖房 

熱源機で加熱した暖房用の温水を、暖房用のポンプで居室に

設置した床暖房に循環させ、住宅の暖房に利用するシステム

であるもの 

ヒートポンプ式セントラ

ル空調システム 

ヒートポンプを熱源とし、すべての居室、廊下など建物全体

の空調等に利用するシステムであるもの 
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別表第２（第４条関係） 

補助対象経費 

経費区分 内  容 

設計費 事業に必要な設計に要する経費 

設備費 事業に必要な設備、建築材料の購入に要する経費 

工事費 事業に必要な工事に要する経費 

事務費 事業に必要な事務に要する経費 

 

別表第３（第６条関係） 

添付書類 備   考 

建築（購入）予定の住宅が

ＺＥＨであることを証する

書面 

次のいずれかを添付すること 

①ＢＥＬＳに係る評価申請書の写し（ＺＥＨマーク

が表示されるものに限る） 

②ＺＥＨに対する国補助金の申請書類の写し（国補

助金の交付申請書及び添付書類で以下に相当する

ものを提出すること） 

・交付申請書 

・事業概要書（対象住宅がＺＥＨであることが分

かるもの） 

③フラット３５Ｓ（タイプＡ）に係る設計検査に関

する通知書及び設計検査申請書の写し 

工事請負契約書（売買契約

書、注文書等）の写し 

補助対象経費が確認できるもの 

納税証明書 発行後３か月以内の原本又は写しであること 
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別表第４（第７条関係） 

添付書類 備   考 

住宅の引渡証明書（工事完

了報告書又は保証書の写し

でも可） 

引渡証明書の様式は任意 

引渡証明書については、国ＺＥＨ化支援事業※「完

了実績報告書」に添付したものの写しでも可 

※二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（戸

建住宅におけるネット・ゼロ・エネルギー・

ハウス（ＺＥＨ）化支援事業 

住宅全体を確認できる写真 住宅の全景がわかるもの（複数方向から撮影したもの） 

山口県産省・創・蓄エネ関

連設備の設計書又は仕様書

の写し 

実績報告書に記載した設備の型番（形式名、製造番

号等）が確認できるもの 

山口県産省・創・蓄エネ関連

設備の設置状況を示す写真 

実績報告書に記載した設備の型番（形式名、製造番

号等）が確認できる写真及び設置が完了したことを示

す写真を添付すること 

なお、地中熱利用システム及び断熱材については、

施工中の写真も併せて添付すること 

領収書等の写し 補助事業者が、補助対象経費を支払ったことが確認

可能なもの 

建築（購入）した住宅がＺＥ

Ｈであることを証する書面 

次のいずれかを添付すること 

①ＢＥＬＳ評価書（ＺＥＨマークが表示されている

ものに限る）の写し 

②ＺＥＨに対する国補助金の実績報告書類の写し（

国補助金の実績報告書及び添付書類で以下に相当

するものを提出すること） 

・実績報告書 

・交付決定通知書 

③フラット３５Ｓ（タイプＡ）に係る住宅金融支援

機構が定める技術基準に適合していることを示す

適合証明書の写し 

内覧会の開催結果 開催日時、参加者住所（市町まで可）、参加者数を

記載すること（様式任意） 

新聞広告やＨＰ等の内覧会の広報に使用した資料、

内覧会の様子がわかる写真、ＺＥＨや山口県産省・創

・蓄エネ設備に係る説明資料を添付すること 

補助金支払請求書 振込先は、補助事業者の銀行口座とすること 
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別表第５（第９条関係） 

項目 要    件 

開催日程 ○開催日数は、補助金交付決定を受けた年度内の２日以上とし、開催

時間は午前９時から午後５時までの各日２時間以上とすること 

○荒天等により内覧会を中止する場合は、追加日程の確保に努めること 

広 報 ○新聞広告やＨＰ等により内覧会の開催を幅広く周知すること 

○広報の目的で、内覧会の開催日時、開催場所等の情報を山口県ＨＰ

に掲載することや山口県ＳＮＳで発信することを承諾すること 

情報提供 ○参加者に対して、ＺＥＨのメリットを図面、写真、パネル、イラス

ト等の資料を用いてわかりやすく説明すること 

○参加者に対して、山口県産省・創・蓄エネ設備について、パンフレ

ット、写真、パネル等の資料を用いて説明すること 

〇県の環境保全に係る取組の啓発に協力すること 

安全対策 ○参加者に対し、内覧会場における安全上の注意点を説明するなど、

必要な安全対策を講じること 

○内覧会開催場所にて参加者に事故があった場合は、当事者間で解決

することとし、県は一切の責任を負わないものとすること 

そ の 他 ○新型コロナウイルス感染症の感染状況等に応じ、予約制の導入や参

加人数の制限など、感染防止対策の徹底を図ること 

 


	OLE_LINK5
	OLE_LINK1
	OLE_LINK6

